
●　県民所得(所得分配)の概要

（単位：百万円、％）

実数 増加率 構成比 変化方向

(1) 1,562,815 ▲ 0.1 51.3 ↘
1,306,931 ▲ 0.3 42.9 ↘

255,884 0.5 8.4 ↗
(2) 127,299 13.2 4.2 ↗

1,045 999.2 0.0 ↗
122,590 12.0 4.0 ↗

3,664 17.1 0.1 ↗
(3) 1,358,162 16.2 44.6 ↗

1,100,452 21.6 36.1 ↗
19,692 131.9 0.6 ↗

238,018 ▲ 6.7 7.8 ↘
注：財産所得は受取額－支払額の差額、法人企業の財産所得は企業所得に含まれる。

資料：全国の計数は、内閣府｢2022年度国民経済計算｣より記載

財 産 所 得 （ 非 企 業 部 門 ） ―

一 般 政 府 （ 地 方 政 府 等 ） 貸付金元利収入の減少

雇 主 の 社 会 負 担 退職一時金の増加

増加した。

　最後に、県民所得を県の総人口903,265人(2022年10月1日現在 総務省人口推計)で割った

一人当たり県民所得は同＋8.3％の337万5千円となった。

賃 金 ・ 俸 給

100 ↗

第三次産業の賃金･俸給の減少

　令和4年度の県民所得は、前年度比＋7.1％の3兆483億円と増加した。

雇 用 者 報 酬 ―

　項目別に見ると、雇用者報酬は、賃金・俸給が減少したことなどから同▲0.1％の1兆

5,628億円となった。

　財産所得（非企業部門）については、家計の受取額が増加するなどして同＋13.2％の

1,273億円と増加した。

　また、企業所得は、民間法人企業の増加などにより、同＋16.2％の1兆3,582億円と

令和4年度

増減の主な要因

県 民 所 得 3,048,276 7.1

家 計 受取利子や配当金の増加

公 的 企 業 法人企業の分配所得受取の増加

個 人 企 業 持ち家の営業余剰の減少

対 家 計 民 間 非 営 利 団 体 受取利子の増加

企 業 所 得 ―

民 間 法 人 企 業 営業余剰の増加

2,743 2,776 2,916 2,834 2,811 2,996 2,871 2,961 2,950 2,763 
3,115 

3,375 

2,798 2,808 
2,925 2,961 

3,089 3,089 3,157 3,181 3,181 
2,980 3,153 

3,274 
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（千円） 一人当たり県民所得と国民所得

和歌山県 全 国 凡例ﾀﾞﾐｰ



注：労働分配率＝雇用者報酬÷県民所得（要素所得表示）
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雇用者報酬の推移

賃金・俸給 雇主の現実社会負担

雇主の帰属社会負担 雇用者報酬の推移（右軸）

57.0

55.3
54.3

57.3

58.3

55.0

56.8
56.3

56.2

58.2

55.0

51.3

0

50

52

54

56

58

60

H23年度

2011

H24年度

2012

H25年度

2013

H26年度

2014

H27年度

2015

H28年度

2016

H29年度

2017

H30年度

2018

R元年度

2019

R2年度

2020

R3年度

2021

R4年度

2022

(％) 労働分配率の推移
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県民所得の項目別推移

雇用者報酬 財産所得(非企業部門) 企業所得 凡例ダミー(10億円)

県民所得の項目別推移 (単位：10億円)

年　　度
H23年度

2011
H24年度

2012
H25年度

2013
H26年度

2014
H27年度

2015
H28年度

2016
H29年度

2017
H30年度

2018
R元年度

2019
R2年度
2020

R3年度
2021

R4年度
2022

雇用者報酬 1,556 1,516 1,553 1,580 1,578 1,575 1,547 1,566 1,545 1,483 1,565 1,563

財産所得(非企業部門) 103 115 128 136 124 115 119 116 111 108 112 127

企業所得 1,071 1,112 1,178 1,040 1,007 1,173 1,057 1,100 1,092 958 1,169 1,358

県民所得 2,731 2,743 2,859 2,756 2,709 2,863 2,723 2,782 2,747 2,549 2,846 3,048
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(％)

県民所得の増加寄与度

雇用者報酬 財産所得(非企業部門) 企業所得 県民所得

県民所得の増加寄与度 (単位：％)

年　　度
H23年度

2011
H24年度

2012
H25年度

2013
H26年度

2014
H27年度

2015
H28年度

2016
H29年度

2017
H30年度

2018
R元年度

2019
R2年度
2020

R3年度
2021

R4年度
2022

雇用者報酬 - ▲ 1.48 1.36 0.94 ▲ 0.07 ▲ 0.12 ▲ 0.98 0.69 ▲ 0.75 ▲ 2.24 3.21 ▲ 0.07

財産所得(非企業部門) - 0.44 0.46 0.30 ▲ 0.45 ▲ 0.32 0.13 ▲ 0.10 ▲ 0.20 ▲ 0.09 0.17 0.52

企業所得 - 1.51 2.39 ▲ 4.84 ▲ 1.19 6.13 ▲ 4.06 1.59 ▲ 0.29 ▲ 4.87 8.25 6.66

県民所得 - 0.5 4.2 ▲ 3.6 ▲ 1.7 5.7 ▲ 4.9 2.2 ▲ 1.2 ▲ 7.2 11.6 7.1


